ものづくり競争力強化支援事業費助成金取扱要領
１　事業の目的
この助成金は、県内で製造業を営む中小企業者が行う新商品開発、販路開拓等の経営革新の取り組みを支援することにより、県内の産業振興を図ることを目的として、公益財団法人高知県産業振興センター（以下「センター」という。）が実施する。
２　助成対象者
　助成対象者は、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成11年法律第18号）第２条に規定する中小企業者のうち、県内に主たる事業所を有する者であって、現に県内で１年以上製造業を営んでいる者（現に(過去含む)製品の開発・製造・加工等を一部でも行っている者で、法人については定款に製造業を営む規定があること）とする。
３　助成事業の要件
　助成金の交付の対象とする事業は、中小企業者が行う新たな取り組みであるとともに、助成事業計画書（様式第１別紙）の３経営計画及び資金計画（３年から５年の計画）において、次の二つの要件を満たす事業とする。
（１）「付加価値額」又は「一人当たりの付加価値額」が年率３％以上（３年計画の場合は３年後に９％、５年計画の場合は15％以上）向上する事業
　　　「付加価値額」＝　営業利益　＋　人件費　＋　減価償却費

　　　「一人あたりの付加価値額」＝　付加価値額　÷　従業員数
　（２）「経常利益」が年率１％以上（３年計画の場合は３年後に３％、５年計画の場合は５％以上）向上する事業
　　　「経常利益」＝　営業利益　－　営業外費用（支払利息、新株発行費等）
４　助成対象経費
助成事業のうち助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助成事業に必要な経費であって、次に掲げるもののうち、センターの理事長（以下「理事長」という。）が必要かつ適当と認めるものとする。
（１）助成対象経費の区分は、次のとおりとする。
ア　原材料費
試作品の開発に必要な原材料及び副資材の購入に要する経費
イ　機械装置費
機械装置又は工具・器具の購入、試作、改良、据付け、借用に要する経費
ウ　技術導入費
外部からの技術指導や知的財産権の導入に要する経費
エ　外注加工費
原材料等の再加工・設計及び分析・検査等を外注・依頼等（外注先の機器を使って自ら行う場合を含む。）を行う場合に外注先への支払に要する経費
オ　委託費
外部の機関に試作品の開発の一部を委託する場合の経費
カ　知的財産権関連経費
試作品の開発と密接に関連し、試作品の開発成果の事業化に当たり必要となる特許権等の知的財産権の取得に要する弁理士の手続代行費用や外国特許出願のための翻訳料など知的財産権取得に関連する経費
キ　運搬費
運搬料、宅配・郵送料等の支払に要する経費
ク　専門家旅費
本事業遂行のために必要な旅費として、依頼した専門家に支払われる経費
ケ　専門家謝金
本事業遂行のために必要な謝金として、依頼した専門家に支払われる経費
（２）助成対象経費の取り扱いについては、経費区分ごとに次に掲げる事項に注意しなければならない。
ア　原材料費
（ア）在庫品及び共同申請者間での取引は、助成対象外とすること。
（イ）助成対象となった原材料及び副資材は、特に出庫伝票、返庫伝票、「助成対象物件受払簿」（参考様式１）等により受払いについて、整理及び保管をすること。
（ウ）試作開発の途上において発生した仕損じ品及びテストピース等の助成対象物件は、全て保管すること。ただし、交付額の確定後において保管が困難な場合は、当該物件の内容を確認することができる写真等により代用することができるものとすること。
（エ）設備投資のみの場合は、助成対象外とすること。
イ　機械装置費
（ア）助成事業により単価50万円（税抜き）以上の機械装置等を取得又は改良等した場合は、「取得財産等管理台帳」（参考様式２）を作成することとし、50万円（税抜き）未満の場合でも、償却期間内は善良な管理者の注意をもって管理すること。
（イ）機械装置は、できる限り納品前（据付前）と納品後（据付後）の写真を撮ること。また、他の機械装置等に組み込まれる場合は、その状況が分かるように写真を撮っておくこと。なお、「据付」とは、機械装置と一体で捉えられるものであって、当該処理がなければ機械装置の動作に著しく弊害が出るものをいう。ただし、設置場所の整備工事や基礎工事を伴う管理棟の建設等は含まない。
（ウ）購入の場合は、見積書、発注書又は注文書の写し、契約書又は注文請書、工事完了届、検収調書、支払請求書、領収書、カタログ又は設計図及び仕様書又は工事明細書を保管すること。
（エ）改良の場合にも、ウに準じて証拠書類を保管すること。なお、「改良」とは機能を高め又は耐久性を増すために行うものをいう。
（オ）購入機器等へは助成対象物件である旨を明記し、他の用途への使用をしないよう適切に管理すること。処分制限期間内に、助成事業以外の他の試作開発事業又は生産設備として使用する場合等、取得財産を処分（転用、譲渡、貸付、廃棄等）しようとするときは、あらかじめ理事長の承認を受けること。
（カ）機械装置及び工具器具において数量を「一式」とする場合は、その内訳表を作成すること。
ウ　技術導入費
（ア）技術指導の受入れについては、交付申請書提出時に「技術導入計画書」（参考様式３）を提出すること。
（イ）電話、ファックス及び電子メール等による指導は、助成対象外とすること。
（ウ）技術導入費で認める技術指導を行う場合は、指導内容、指導期間及び指導日数及び指導料等を規定した「指導契約書」（参考様式４）を取り交わすこと。
（エ）技術指導実施後には、「技術指導者業務報告書」（参考様式11）を作成すること。
（オ）知的財産権等を所有する他社（者）から取得（実施権の取得を含む。）する場合には契約書を締結すること。

（カ）技術導入費支出対象者へ専門家謝金を支出することはできないものとする。
エ　外注加工費
（ア）外注に際しては、発注書控又は「見積書提出依頼書」（参考様式５）、注文書、納品書、請求書、領収書等の証拠書類、発注図面（仕様書）及び検収調書等を整備・保管すること。
（イ）加工品は、可能な限り加工前後の写真を撮ること。また、できあがった加工品を更に部材等又は機械装置等に組み込む場合は、その状況が分かるように写真を撮ること。
（ウ）外注加工先が機械装置等を購入する費用並びに外注加工先に支払う技術導入費及び専門家謝金は、助成対象外とすること。
（エ）設備投資のみの場合は、助成対象外とすること。
（オ）助成対象経費（税抜き）総額の２分の１を上限とすること。
オ　委託費
（ア）委託に際しては、交付申請書提出時に「委託に係る計画書」（参考様式６）を提出すること。
（イ）委託契約に際しては、「見積書提出依頼書」（参考様式５）、見積書、「業者選定理由書」（参考様式７）、契約書、請求書、領収書等の証拠書類及び委託業務に関する報告書等を整備・保管すること。
（ウ）委託先が機械装置等を購入する費用、展示会出展等販売促進に係る費用並びに委託先に支払う技術導入費及び専門家謝金は、助成対象外とすること。ただし、委託費には、間接経費又は一般管理費（直接経費の１０％を限度とする。）を含むことができるものとする。
（エ）設備投資のみの場合は、助成対象外とすること。
（オ）助成対象経費（税抜き）総額の２分の１を上限とすること。
カ　知的財産権関連経費
　　（ア）知的財産権等の取得等に際しては、交付申請書提出時に「知的財産権等取得書」（参考様式８）を提出すること。
（イ）知的財産権等の取得等に要する経費は、助成事業の実施又は助成事業の事業化に必要なものに限ることとする。
（ウ）知的財産権等の取得等に要する経費のうち、以下の経費については助成対象外とすること。 
　　　　a　日本の特許庁に納付される特許出願手数料、審査請求料及び特許料等 
　　　　b　拒絶査定に対する審判請求又は訴訟を行う場合に要する経費 
（エ）助成事業完了日までに出願手続きを完了していることが公的機関の書類等で確認できない場合には、当該費用は助成対象外とすること。
（オ）助成事業者に権利が帰属しない知的財産権等取得費は助成対象外とすること。
（カ）助成事業期間中に契約が締結されていない弁理士への手続代行費用は助成対象外とすること。
（キ）他の制度により知的財産権等の取得について支援を受けている場合は、当該知的財産権関連経費を助成対象外とすること。
（ク）設備投資のみの場合は、助成対象外とすること。
（ケ）知的財産権関連経費の額は、助成対象経費（税抜き）総額の３分の１を上限とすること。
キ　運搬費
発送先については、リストを作成すること。
ク　専門家謝金
　　（ア）専門家の受入れについては、交付申請書提出時に「専門家指導計画書」（参考様式９）を提出すること。
（イ）委員会や研修などの技術導入以外の目的で専門家が必要である場合に、単発的に専門家を委嘱することができることとする。
（ウ）事前に「専門家就任承諾書」（参考様式10）を徴し、「専門家業務報告書」（参考様式11）を作成すること。
（エ）個人払いについては、源泉徴収を行うこと。ただし、徴収義務の有無や税率については、所管の税務署に確認し、指示に従うこと。
（オ）専門家謝金支出対象者に、技術導入費、外注加工費、委託費を支払うことはできないこととする。
ケ　専門家旅費
（ア）旅費を助成対象として申請するにあたっては、原則として社内の旅費規定があることを条件とする。
（イ）旅費の支給があった場合には、出張報告書等出張目的を確認することができるものを整備し、各種の領収書、航空機搭乗券の半券等についても整備すること。
（ウ）事前購入割引等の割引制度を適用して購入した場合は当該購入金額を上限とすること。
（エ）出張目的が助成対象以外の事業（例えば営業活動等）と重複する場合は、従事時間数等で按分し、積算すること。
（オ）助成事業に関して直接的に必要不可欠な業務に係る旅費以外は助成対象外とすること。
（カ）専門家謝金の支出がなく、旅費のみを支出する場合であっても「専門家（技術指導者）業務報告書」（参考様式11）を作成すること。
（キ）専門家謝金（技術導入費含む。）を個人払いで支出する場合、旅費からも源泉徴収を行うこと。ただし、徴収義務の有無や税率については、所管の税務署に確認し、指示に従うこと。
５　助成率、助成対限度額
（１）助成事業の助成率は、助成対象経費の１／３以内とする。
（２）助成事業の助成限度額は、50万円以上500万円以内とする。
６　助成対象期間
助成対象期間は、助成金の交付決定を受けた日から起算して12カ月を経過する日又は平成28年３月20日のいずれか早い日までとする。ただし、ものづくり競争力強化事業費助成金交付要領（以下「交付要領」という。）第12条第２項に規定する遂行困難状況報告書（様式第５）を理事長に提出し、その承認を受けたときはこの限りではない。
７　助成金の申請
助成金の交付を申請しようとする者は、助成金交付申請書を理事長があらかじめ指定する期日までに提出しなければならない。なお、助成金交付申請書の提出にあたっては、「積算根拠明細表」（参考様式12）、見積書等、直近２期分の決算書類（損益計算書、貸借対照表、販売費及び一般管理費）の写し及び定款等を添付すること。
８　国等の補助事業との重複の排除
助成事業について、国又はその他の機関による補助金等（中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業等）との併用はできないものとする。
９　助成事業の選定
助成事業の選定は、センターで開催する外部の有識者等による審査会での審査を経て、理事長が行う。審査員はこうち産業振興基金助成対象事業審査会設置要領第３条に掲げる者とする。
10　審査基準
　　審査会での審査は、次の基準により行う。
（１）助成事業としての適格性
ア新商品開発、販路開拓等の経営革新に取り組む事業であること。
 イ「付加価値額」又は「一人あたりの付加価値額」が年率３％以上（３年計画であれば３年後に９％、５年計画であれば５年後に15%以上）向上する事業であること。
　　ウ「経常利益」が年率１％以上（３年計画であれば３％、５年計画であれば５％以上）向上する事業であること。
（２）技術面・事業計画の適格性
　ア助成事業実施のための技術的能力が備わっているか。
　イ助成事業遂行上の技術的課題が明確になっているか。検討されている解決方法は明確かつ妥当なものであるか。
ウ助成事業の遂行に必要な体制（人材、事務処理能力等）が備わっているか。
エ最近の財務状況等から、助成事業が適切に遂行できると期待できるか。充分に資金の調達能力を有しているか。
オ事業計画が社会情勢・市場ニーズ等に合致しているか。ターゲットとする市場規模が明確となっているか。
カ助成事業の成果の競合性を把握しているか。価格的・性能的に優位性や収益性を有しているか。
キ助成事業の成果の目標値が妥当であるか。目標に対する達成度の考え方を明確に設定しているか。
（３）事業目的・産業振興計画との合致度
　　ア事業計画に新商品開発、販路開拓等につながる等の新規性・革新性はあるか。
イ雇用の拡大につながることが期待できる計画であるか。
ウ売上高の大きな増加が期待できる事業であるか。県内の企業同士で既存のマーケットを奪い合うだけでなく、地産外商による外貨獲得効果が高い等、広がりのある内容か。
エ県内企業への発注増が見込まれる等、県内他企業への波及効果が期待できる計画であるか。
オ助成事業の効果が早期に発現するか。
カ助成事業として費用対効果（助成金の投入額に対する想定される売上・収益の規模、その実現性等）が高いか。
キ県産業振興計画の産業成長戦略に合致するもののうち、外商に力点を置いているか。
11　助成事業遂行に係る注意事項
（１）助成事業に係る証拠書類の整備、保管
助成事業者は、助成事業で実施する支払いに関する書類（見積書、契約書、納品書、請求書、支払いを証明する書類等）を整備し、助成対象経費の経費区分ごとに交付要領様式第６別紙の「支出明細表」を作成して収支を管理しておかなければならない。なお、支払いに関する書類は、助成事業分だけを抽出（一般購入分と分別）し、整備保管すること。
（２）意思決定に係る書類の整備、保管
助成事業の内容の決定、変更及び経費の支出にあたっては、社内の決議、稟議などにより、意思
決定の経過を明確にした書類を整備し、保管しなければならない。
（３）実施体制等
　　助成事業者は、助成事業の実施に当たり、事業責任者、経理担当者等の相互の連絡を密にしたうえ、助成対象経費の適正な取扱いについて十分配慮注意しなければならない。
（４）経理処理上の留意点
①助成金の使途
助成金は、指定された使途以外には、利用することができないものであること。
②助成経費の支払
ア　支払は、交付要領第13条第１項に規定する実績報告書提出期限までに必ず完了すること。
イ　事後の照会において、支払状況を明確にするため、支払方法は、銀行振込を原則とし、他の取引との相殺払、助成事業物件以外の支払との混合払、クレジットカードによる支払、手形による支払及び手形の裏書譲渡による支払はしないこと。
ウ　銀行振込の際は、銀行の受領書（振込依頼書控え）を必ず受け取って、伝票類と一緒に保管すること。
エ　振込手数料は、助成対象外（相手先負担の場合を含む。）とすること。
③助成金の請求
助成事業が完了し、当該助成対象物件の全部が取得済であり、支払が完了した段階で実績報告書を提出すること。
④助成対象物件の検収
助成対象物件の検収は、納品後直ちに行うこと。
12　実施状況報告書
　　交付要領第22条に規定する実施状況報告書を提出する場合には、助成事業に係る収益額の算定資料として、「助成事業に係る本年度収益額算定書」（参考様式13）、「原価算出表」（参考様式14）及び当該年度の決算書を添付すること。
13　収益納付
助成事業者は、助成事業者が実施する助成事業により収益を生じた場合には、速やかに理事長へ報告しなければならない。なお、その場合、理事長は交付要領第23条の規定により、交付した助成金の全部又は一部に相当する金額を納付させることができる。この納付金の算出の方法は、別紙に掲げるとおりとする。
14　参考様式
　参考様式１：助成対象物件受払簿
参考様式２：取得財産等管理台帳
参考様式３：技術導入計画書
参考様式４：指導契約書
参考様式５：見積書提出依頼書
参考様式６：委託に係る契約書
参考様式７：業者選定理由書
参考様式８：知的財産権等取得書
参考様式９：専門家指導計画書
参考様式10：専門家就任承諾書
参考様式11：専門家（技術指導者）業務報告書
参考様式12：積算根拠明細表
　参考様式13：助成事業に係る本年度収益額算定書

　参考様式14：原価算出表

附則
１　この要領は、平成26年２月14日から施行する。
２　この要領は、平成30年３月31日限り、その効力を失う。ただし、４（２）、11及び12の規定については、同日以降もその効力を有する。

附則

　この要領は、平成26年６月２日から施行する。

附則

　この要領は、平成28年４月１日から施行する。

附則
　この要領は、平成28年６月21日から施行する。
別紙
収益納付の算定方法
	助成事業に要した経費
	助成金確定額(A)
	助成事業に係る本年度売上額
	助成事業に係る本年度収益額(B)
	控除額(C)
	本年度までの助成事業に係る支出額(D)
	基準納付額(E)
	前年度までの助成事業に係る累積納付額(F)
	本年度納付額(G)

	
	
	
	
	
	
	
	
	


１．「助成事業に係る本年度収益額（Ｂ）」とは、助成事業の実施成果の事業化、知的財産権等の譲渡又は実施権の設定及びその他当該助成事業の実施結果の他への供与による本年度の総収入額（助成事業の完了した日の属する会計年度の翌会計年度については、当該会計年度以前の収入額を加算した額とする。）から総収入を得るに要した額を差し引いた額の合計額をいう。なお、算出にあたっては、「助成事業に係る本年度収益額算定書」（参考様式13）及び「原価算出表」（参考様式14）を用いるものとする。
２．「控除額（Ｃ）」とは、助成事業に要した経費のうち、助成事業者が自己負担によって支出した額（助成事業に要した経費　－　助成金確定額）をいう。
なお、助成事業終了後、翌々年度以降の控除額の算出については、自己負担によって支出した額から助成事業年度終了より前年度までの助成事業に係る収益の累積額を差し引いた額（自己負担額－前年度までの収益累積額）をいう。ただし、控除額は自己負担によって支出した額の範囲内とし、前年度までの助成事業に係る収益の累積額が自己負担によって支出した額と同額以上となった場合には、本年度の控除額は０とする。
３．「本年度までの助成事業に係る支出額（Ｄ）」とは、助成事業に要した経費及び助成事業年度終了以降に追加的に要した助成事業に係る経費の合計額をいう。
４．「基準納付額（Ｅ）」とは「助成事業に係る本年度収益額（Ｂ）」から「控除額（Ｃ）」を差し引いた額に、「助成金確定額（Ａ）」を乗じ、「本年度までの助成事業に係る支出額（Ｄ）」で除した額をいう。
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＜支払予定額＞

合　　　　計

内容及び仕様等詳細 支払予定先 数量 単位

　　（助成事業に係る本年度収益額（Ｂ）－控除額（Ｃ））×助成金確定額（Ａ）
　　　　　　　　　　　　　　　本年度までの助成事業に係る支出額（Ｄ）
５．「前年度までの助成事業に係る累積納付額（Ｆ）」とは、前年度までの収益に伴う納付金及び財産処分に伴う納付金の合計額をいう。
６．「本年度納付額（Ｇ）」とは、「基準納付額（Ｅ）」と「累積納付額（Ｆ）」の合計額が「助成金確定額（Ａ）」を超えない場合には、基準納付額が本年度納付額となる。また、「基準納付額（Ｅ）」と「累積納付額（Ｆ）」の合計額が「助成金確定額（Ａ）」を超える場合には、「助成金確定額（Ａ）」から「累積納付額（Ｆ）」を差し引いた残額が本年度納付額となる。
（１）助成金確定額（Ａ）＞基準納付額（Ｅ）＋累積納付額（Ｆ）の場合
本年度納付額（Ｇ）＝基準納付額（Ｅ）
（２）助成金確定額（Ａ）≦基準納付額（Ｅ）＋累積納付額（Ｆ）の場合
本年度納付額（Ｇ）＝助成金確定額（Ａ）－累積納付額（Ｆ）
＜参考様式１＞
助成対象物件受払簿
品名：　　　　　　　 
	年
	月
	日
	単位
	入庫量
	出庫量
	在庫量
	使用者
	責任者
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


＜参考様式２＞
取得財産等管理台帳
（取得財産等明細書）
	区分
	財産名
	数量
	単価(円)
(税抜き)
	金額(円)

(税抜き)
	取得年月日
	保管場所
	耐用
年数
(処分制限期間)
	備　　考

	機械装置・工具器具
	
	
	
	
	
	
	
	

	無体財産権（知的財産権等を他社から取得した場合）
	
	
	
	
	
	
	
	

	試作開発の成果(試作品)
※効用の増加を含む
	
	
	
	
	
	
	
	無償譲渡、無償貸与の場合


	その他
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）対象となる取得財産等は、取得価格又は効果の増加価格が交付要領第18条第１項に定める処分制限額（税抜き50万円）以上の財産とします。
（注２）「区分」は、機械装置・工具器具、無体財産権（知的財産権等）、試作開発の成果、その他とします。
（注３）数量は、同一規格等であれば一括して記入して差し支えありません。単価が異なる場合は、分割して記入してください。
（注４）試作開発の成果（試作品）を無償譲渡・貸与した場合は、その試作品ごとに、保管場所欄に譲渡・貸与先を記入し、備考欄に無償譲渡又は無償貸与のどちらか、日付、試作品相手先の名称を記載し、その相手先からの受領書を合わせて整備保管してください。
（注５）取得年月日は、検収年月日を記入してください。
＜参考様式３＞
技術導入計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名： 　　　　　　　　　　　　　　　　　
	技術の指導者
	所属先名称、氏名

	
	住所

	技術の種類及び名称
知的財産権の場合は、
その種類、許可年月日、
許可番号を含む。
	

	契約予定期間
（始期及び終期）
	         年    月    日から
         年    月    日まで　　　　○○日間を予定

	契約予定金額
	１日当たりの単価　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
　　　 　　　　単価　　　　　　　　　　　　円（税込み）
総額                        円（税込み）

	導入する技術の概要
	　　　　　　　　　　　　　　　　（記入できなければ別紙に）

	当該試作開発における
技術導入の必要性と役割
	

	技術指導者の専門分野と
指導等の実績
	

	技術指導者の
保有資格
	

	技術指導者の
経　　　　歴
	


＜参考様式４＞
指　導　契　約　書
	収　入
印　紙


　株式会社旋盤工業（以下「甲」という）と技術士継承一郎（以下「乙」という）は、次のとおり指導契約を締結する。
第１条　指導内容
　乙は、甲が実施する「イオン注入による表面処理に関する試作開発」に関して、甲の助成事業実施場所に出向き、次の３項目について指導を行うとともに、必要に応じて情報の提供、助言等を行うものとする。
　１．イオン注入装置の概念設計
　２．イオンの種別ごとに最適な前処理技術
　３．表面処理後の評価方法
第２条　指導期間
　指導期間は、平成　年　月　日から平成　年　月　日までの間とする。
第３条　指導日数及び指導料
　指導日数及び指導料は、次のとおりとし、毎月末日にその月の指導日数に相当する指導料を、甲は乙の指定する銀行口座に振り込むものとする。
　１．延べ指導日数　　　　　　　　　９６日
　２．指導料　　　　　　　　　　金　１，９２０，０００円
　３．１日あたりの指導料　　　　金　　　　２０，０００円
第４条　その他
　本契約書に定めのない事項については、相互信頼の原則に基づき、甲、乙協議の上決定するものとする。
　以上の契約を証するため本書２通を作成し、署名捺印のうえ甲、乙、各１通を保管するものとする。
　　　　平成２６年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　高知県高知市丸ノ内○－○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　旋盤工業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　切削　一　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　　東京都千代田区大手町○－○－○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　継承　一郎　　㊞
※　記載例です。別途契約書の雛形等が有り、そちらを使用しなければならない場合は、事前にセンターへ相談してください。
＜参考様式５＞
　　年　　月　　日
○○○会社
代表者　○　○　○　○　殿
見積書提出依頼書
助成事業者名　　　　　　　　　　㊞
　ものづくり競争力強化支援事業費助成金の委託（外注）業務について、下記の仕様に基づき提案書の提出をお願いいたします。
記
１．題　名
　※ものづくり競争力強化支援事業費助成金に関する委託（外注）と題名を付し提出してください。
２．仕　様
別紙のとおり
３．条　件
　※できるだけ条件を詳細に記載してください。
（１）
（２）
（３）
４．提出書類及び部数など、委託（外注）内容に応じて詳細に記載すること。
　　委託（外注）業務見積書

１部　（貴社の概要書を添付）
５．提出締切日
　　　　　　年　　月　　日
６．提出先
以上
＜参考様式６＞
委託に係る計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　 

	委託予定先
	名称

	
	住所

	
	主な事業内容

	委託する業務等の内容
	

	委託の必要性と役割
	

	委託予定期間
（始期及び終期）
	　　　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日　まで

	委託予定金額
	　円(税込み)


＜参考様式７＞
平成　　年　　月　　日
公益財団法人高知県産業振興センター理事長　様
           　　  　　　　　　　　　　　　申請者住所（郵便番号、本社所在地）  

                 氏      名（名称、代表者の役職及び氏名）  　　　　　　　㊞
ものづくり競争力強化事業費助成金に係る業者選定理由書
  ものづくり競争力強化事業費助成金の事業実施に当たり、下記のとおり業者を選定いたしました。
１．業務内容
（１）費　目
（例）外注加工費など
（２）内　容
（例）プラスチックの精密成型、めっき加工など
２．選定業者名
（例）Ｈ商会株式会社
３．選定理由
（例）当社では、○○新商品開発のため、○○の加工が必要となる。
当該企業（Ｈ商会株式会社）は○○加工に係る○○技術に非常に優れており、○○といった分野での実績もある。
当該企業（Ｈ商会株式会社）以外の事業者から調達する方法がないため決定した。
＜参考様式８＞
知的財産権等取得書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名： 　　　　　　　　　　　　　　　
	取得予定技術の題名
	

	種　類
（該当する項目を○で囲んでください。）
	特許権 ・ 実用新案権 ・ 意匠権 ・ 商標権
その他（具体的に　　　　　　）

	取得に関する責任者の
団体名・役職名及び氏名
（弁理士の場合は登録番号及び氏名)
	

	取得に要する経費の
総額（助成事業に要する経費）・支払方法及び期日
	   総額                          円(税込み)
      

	取得予定技術の概要
	　　　　　　　　　　　　　　　　（記入できなければ別紙に）


	取得予定技術と助成事業との
密接な関連性に関する説明
	　　　　　　　　　　　　　　　　（記入できなければ別紙に）



（注）複数の知的財産権等取得を計画する場合は、各項目内で番号を付して区別してください。
＜参考様式９＞
専門家指導計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	専門家
	所属先名称及び役職・氏名

	
	住所

	契約又は委嘱予定期間
（始期及び終期）
	         年    月    日から
         年    月    日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○日間を予定

	契約予定金額
	１日当たりの単価　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
　　　 　　　　単価　　　　　　　　　　　　円（税込み）
総額                        円（税込み


	指導の概要
	　　　　　　　　　　　　　　　　（記入できなければ別紙に）

	専門家の専門分野と
指導等の実績
	

	専門家の保有資格
	

	専門家の経歴
	


＜参考様式10＞
平成　　年　　月　　日
  　                    御中
                            　　　　　　　　　 　　　貴氏名                        ㊞
専門家（技術指導者）就任承諾書
　ものづくり競争力強化事業費助成事業に係る専門家（技術指導者）として就任することを承諾します。
                           自宅（又は勤務先）※旅費算出の起点となる方を記載
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　  
                           　　 TEL　　　　　　　　　　　　
                                FAX                        
                           勤務先名                                    
                           同役職名                                    
                           同所在地                                    
                                TEL                        
                                FAX                        
個人情報保護方針
	　ご記入いただいたお名前、ご住所等の個人情報は、ものづくり競争力強化支援事業費助成事業に係る謝金、旅費等の支払等の諸連絡等を行うために使用いたします。
　なお、公益財団法人高知県産業振興センターでは、お預かりした個人情報を適切に管理してまいります。


＜参考様式11＞
専門家（技術指導者）業務報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門家（技術指導者）氏名　　  　　　　             ）
	実施年月日
	　　平成　　年　　月　　日

	実施時間
	　　　時　　分 ～　　時　　分

	調査・指導対象先の概要（資料を添付のこと）
 （名称）
 （住所）
 （面談者）


	 調査・指導事項と調査・指導の経過概要
※　当日の資料を添付してください。
　※　専門家謝金（技術導入費）支出日ごとに作成してください。


＜参考様式12＞
積算根拠明細表
	経費区分
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＜支払予定額＞

合　　　　計

内容及び仕様等詳細 支払予定先 数量 単位


（注１）積算根拠明細表は原材料費、機械装置費など「経費区分」別に作成してください。
（注２）見積書等の積算根拠資料の右上に「経費区分」と「管理Ｎｏ．」を記載のうえ、添付してください。
＜参考様式13＞
助成事業に係る本年度収益額算定書
事業者名　　　　　　　　　　　　　　
１　助成事業に係る本年度収益額（Ｂ）について
（１）下表に基づき算出し、ものづくり競争力強化支援事業費助成金実施状況報告書　２．事業化報告等表中の「助成事業に係る本年度収益額（Ｂ）」欄に合計額を転記してください。
	製品等の名称
（※１）
	販売金額
（※２）
	１個当たり
原価（※３）
	販売数量
（※４）
	販売原価
（※５）
	助成事業に係る
本年度収益額（※６）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	


（※１）知的財産権の譲渡又は実施権の設定及び成果の他への供与を含む。
（※２）助成事業に係る製品等の販売による年間の売上額
（※３）「原価算出表」（参考様式14）により算出（「当該事業の原価」Ｌ欄の額を転記）
（※４）助成事業に係る製品等の年間の販売数量
（※５）「１個当たり原価（※３）」×「販売数量（※４）」で算出
（※６）「販売金額（※２）」－「販売原価（※５）」で算出
（注）製品の種類ごとに、その原価を原価算出表（参考様式１４）により算出するとともに、当該期の決算書を添付してください。
＜参考様式14＞
原 価 算 出 表
対象製品等　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	項目
	当該事業の原価
	原価総額
	当該事業の原価算出根拠

	Ａ　原材料費
	
	
	

	　①期首棚卸高
	
	
	

	　②当期仕入高
	
	
	

	　③期末棚卸高
	
	
	

	当期原材料（①+②-③）
	
	
	

	Ｂ　外注加工費
	
	
	

	Ｃ　労務費
	
	
	

	　①基本給
	
	
	

	　②諸手当、福利厚生費
	
	
	

	当期労務費（①+②）
	
	
	

	Ｄ　工場経費
	
	
	

	　①電力費
	
	
	

	　②燃料費
	
	
	

	　③修繕費
	
	
	

	　④消耗品費
	
	
	

	　⑤保険料
	
	
	

	　⑥減価償却費
	
	
	

	　⑦その他の経費
	
	
	

	工場経費（①～⑦）
	
	
	

	Ｅ　当期製造費用（Ａ～Ｄ）
	
	
	

	Ｆ　期首仕掛品棚卸高
	
	
	

	Ｇ　期末仕掛品棚卸高
	
	
	

	Ｈ　当期製品製造原価
　（Ｅ+Ｆ-Ｇ）
	
	
	

	Ｉ　販売費及び一般管理費
	
	
	

	Ｊ　総原価（Ｈ+Ｉ）
	
	
	

	Ｋ　総製造数量
	
	

	Ｌ　一個当たり原価（Ｊ÷Ｋ）
	
	


（注１）「原価総額」欄には、直近の決算書の額を記載してください。（第　期 平成　年　月　日～平成　年　月　日）
（注２）「当該事業の原価」欄には、原価総額のうち、当該事業に係る原価の額を記載してください。
（注３）当該事業の原価算出根拠は具体的に記入してください。

基準納付額（Ｅ）＝
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【人件費】単価算出

				補助事業に係る人件費支出対象者一覧表 ホジョ ジギョウ カカ ジンケンヒ シシュツ タイショウシャ イチランヒョウ



										事業者名 ジギョウシャ メイ

																【時間単価算出方法計算式】



																		A		B		C		（A+B）÷C

																氏　名 シ メイ		年間
総支給額 ネンカン ソウ シキュウガク		年間法定
福利費
（事業者負担分） ネンカン ホウテイ フクリ ヒ ジギョウシャ フタン ブン		年間理論
総労働時間 ネンカン リロン ソウ ロウドウ ジカン		人件費
時間単価 ジンケンヒ ジカン タンカ

				職　種 ショク タネ		氏　名 シ メイ		部　署 ブ ショ		役　職 ヤク ショク		採用年月日 サイヨウ ネンガッピ												

				機械設計		金型　二郎 カナガタ ジロウ				主任 シュニン		27582												

				プログラマー		鍛造　三郎 タンゾウ サブロウ						27845												

				溶接加工 ヨウセツ カコウ		溶接　四郎 ヨウセツ シロウ						28856												

				鋳造加工 チュウゾウ カコウ		鋳造　太一 チュウゾウ タイチ						平成元年４月１日 ヘイセイ ガンネン ガツ ニチ												

																								

																								

																※人件費時間単価は、１円未満を切り捨てること。 ジンケンヒ ジカン タンカ エン ミマン キ ス















【費目別】支出明細



		管理No.		内容及び仕様等詳細 ナイヨウ オヨ シヨウトウ ショウサイ		支払予定先 シハライ ヨテイ サキ		数量		単位		単価		助成事業に要する経費
＜支払予定額＞ ジョセイ ジギョウ ヨテイ				助成対象経費 ジョセイ

												(税込み)		（税込み）		（税抜き） ゼイヌキ		（税抜き）

		1

		2

		3

		4

		5

		6

		7

		8

		9

		10

		11

		12

		13

		14

		15

		16

		17

		18

		19

		20

		合　　　　計												0		0		0














